
歳　　 入　 　歳 　　出 　　決
こども未来局

　一　般　会　計

(歳　　入）

款 項

15 2,366,026,000 2,435,790,103

１ 2,366,026,000 2,435,790,103

１ 2,366,026,000 2,435,790,103

16 2,082,257,000 1,994,633,444

１ 2,082,257,000 1,994,633,444

２ 2,082,257,000 1,994,633,444

17 18,133,517,000 18,116,228,273

１ 14,949,740,000 15,445,025,968

１ 14,949,740,000 15,445,025,968

２ 3,182,377,000 2,669,540,000

２ 3,182,377,000 2,669,540,000

３ 1,400,000 1,662,305

２ 1,400,000 1,662,305

18 4,925,602,000 5,199,019,590

１ 3,838,651,000 4,124,364,590

１ 3,838,651,000 4,124,364,590

２ 1,086,951,000 1,074,655,000

１ 1,086,951,000 1,074,655,000

19 4,456,000 3,851,281

１ 4,456,000 3,851,281

１ 4,456,000 3,851,281

20 40,000,000 42,700,996

１ 40,000,000 42,700,996

３ 40,000,000 42,700,996

23 815,056,000 851,194,646

１ 6,848,000 6,589,839

１ 6,848,000 6,589,839

３ 4,560

10 4,560

５ 808,208,000 844,600,247

３ 808,208,000 844,600,247

24 233,000,000 112,000,000

１ 233,000,000 112,000,000

２ 233,000,000 112,000,000

28,599,914,000 28,755,418,333

延 滞 金

民 生 費 県 補 助 金

財 産 収 入

財 産 運 用 収 入

民 生 費 国 庫 負 担 金

寄 附 金

国 庫 支 出 金

寄 附 金

民 生 費 寄 附 金

諸 収 入

延 滞 金 、 加 算 金 及 び 過 料

国 庫 負 担 金

財 産 貸 付 収 入

国 庫 補 助 金

民 生 費 国 庫 補 助 金

委 託 金

民 生 費 委 託 金

県 支 出 金

県 負 担 金

民 生 費 県 負 担 金

県 補 助 金

分 担 金 及 び 負 担 金

負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

使 用 料

民 生 使 用 料

民 生 費 負 担 金

科　　          　　　　目

目
予   算   現   額 調     定     額

貸 付 金 元 利 収 入

母子寡婦福祉会貸付金元金収入

雑 入

雑 入

市 債

市 債

民 生 債

計



歳　　 入　 　歳 　　出 　　決 算　　 額　 　状　 　況 　　表

(単位：円)

2,302,178,485 17,837,280 116,262,898

2,302,178,485 17,837,280 116,262,898

2,302,178,485 17,837,280 116,262,898 保育所保育費負担金　　　　　2,245,324千円

1,934,919,993 60,098,461

1,934,919,993 60,098,461

1,934,919,993 60,098,461 公立保育所使用料　　　　　　1,872,094千円

18,116,228,273

15,445,025,968

15,445,025,968 児童手当収入　　　　　 　　10,194,042千円

施設型給付費収入　　　　　　2,949,004千円

2,669,540,000

2,669,540,000

1,662,305

1,662,305

5,199,019,590

4,124,364,590

4,124,364,590 児童手当収入　 　　　 　　　2,222,648千円

施設型給付費収入　　　　　　1,501,838千円

1,074,655,000

1,074,655,000

3,851,281

3,851,281

3,851,281

42,700,996

42,700,996

42,700,996

795,714,650 3,724,120 51,944,026

6,589,839

6,589,839

4,560

4,560

789,120,251 3,724,120 51,944,026

789,120,251 3,724,120 51,944,026 子どもルーム利用料　　　　　  648,354千円

112,000,000

112,000,000

112,000,000

28,506,613,268 21,561,400 228,305,385

不納欠損額 収入未済額収  入　済　額 備　　　　　　　考



(歳　　出）

款 項

３ 47,257,741,000 45,388,073,745

２ 47,257,741,000 45,388,073,745

１ 25,210,804,000 24,431,314,275

２ 13,379,666,000 12,939,438,949

３ 3,377,484,000 3,288,229,244

４ 4,368,791,000 3,826,482,931

５ 920,798,000 902,410,346

６ 198,000 198,000

47,257,741,000 45,388,073,745

児 童 福 祉 総 務 費

児 童 福 祉 施 設 費

児 童 措 置 費

母 子 父 子 福 祉 費

支 給 事 業 費

青 少 年 育 成 費

子 育 て 世 帯 臨 時 特 例 給 付 金

計

目
予   算   現   額 支   出   済   額

科　　          　　　　目

民 生 費

児 童 福 祉 費



(単位：円)

138,208,000

138,208,000

2,027,000 児童手当支給　　　　　　　14,542,570千円

子どもルーム整備・運営　　 2,277,738千円

民間保育園等給付・助成　　11,794,983千円

136,181,000

138,208,000 1,731,459,255

777,462,725

440,227,051

89,254,756

406,127,069

18,387,654

備　　　　　　　考翌 年 度 繰 越 額 不     用     額

1,731,459,255

1,731,459,255



 母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

(歳　　入）

款 項

１ 37,214,000 37,070,404

１ 37,214,000 37,070,404

１ 34,493,000 34,659,190

２ 597,000 474,652

３ 2,124,000 1,936,562

２ 11,701,000 30,922,905

１ 11,701,000 30,922,905

１ 22,212,265

２ 6,659,000 4,484,288

３ 5,042,000 4,226,352

３ 222,641,000 476,431,746

１ 222,641,000 476,431,746

１ 213,430,000 455,580,748

２ 8,960,000 20,525,558

３ 251,000 325,440

４ 63,217,000 63,217,000

１ 63,217,000 63,217,000

１ 59,856,000 59,856,000

２ 3,361,000 3,361,000

334,773,000 607,642,055

(歳　　出）

款 項

１ 母子父子寡婦福祉資金貸付事業費 334,773,000 279,696,159

１ 334,773,000 279,696,159

１ 308,033,000 265,486,955

２ 16,126,000 10,953,617

３ 10,614,000 3,255,587

334,773,000 279,696,159計

父 子 福 祉 資 金 貸 付 事 業 費

寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 事 業 費

母子父子寡婦福祉資金貸付事業費

母 子 福 祉 資 金 貸 付 事 業 費

科　　　        　　　目
予   算   現   額 支   出   済   額

目

市 債

母 子 福 祉 債

計

父 子 福 祉 債

寡 婦 福 祉 資 金 繰 入 金

繰 入 金

母 子 福 祉 資 金 繰 入 金

市 債

繰 越 金

繰 越 金

母 子 福 祉 資 金 繰 越 金

寡 婦 福 祉 資 金 繰 越 金

諸 収 入

貸 付 金 元 利 収 入

母子福祉資金貸付金元利収入

寡婦福祉資金貸付金元利収入

父子福祉資金貸付金元利収入

父 子 福 祉 資 金 繰 越 金

父 子 福 祉 資 金 繰 入 金

目

繰 入 金

科　　　        　　　目
予   算   現   額 調     定     額



(単位：円)

37,070,404

37,070,404

34,659,190

474,652

1,936,562

30,922,905

30,922,905 公立保育所使用料　　　　　　1,872,094千円

22,212,265

4,484,288

4,226,352

213,859,533 402,508 262,169,705

213,859,533 402,508 262,169,705

204,862,393 402,508 250,315,847

8,734,356 11,791,202

262,784 62,656

63,217,000

63,217,000

59,856,000

3,361,000

345,069,842 402,508 262,169,705

(単位：円)

55,076,841

7,358,413

不     用     額

5,172,383

55,076,841

55,076,841

翌 年 度 繰 越 額

42,546,045

備　　　　　　　考

備　　　　　　　考不納欠損額 収入未済額収  入　済　額



（単位：千円）

所
管

１ こどもの参画推進

１　こどものまちＣＢＴ 参加者数 延1,062人

２　こども・若者の力ワークショップ 参加者数 延  134人

３　こども・若者選挙

生徒数　5,472人　　投票者数　2,866人　　投票率　52.4%

＜　新　規　＞ ４　こども・若者サミット 参観者数 192人

２ 子 ど も ル ー ム

整 備 ・ 運 営 国　費

＜ 拡 充 ＞ 繰越金

　平成28年9月に「待機児童解消のための緊急3か年対策」を策定し、対策

1年目として、子どもルーム5か所220人分の受入枠を拡大した。

　施設数　106小学校区　160か所（平成29年4月1日現在）

　　新規整備1か所、増設4か所、施設改善1か所、高学年ルーム整備4か所

３ 退 所 児 童 等

ア フ タ ー ケ ア

＜ 新 規 ＞ 　社会的養護を必要とする児童の地域生活や自立を支援するため、施設

などの退所前及び退所後に、児童の生活支援や就業支援などを県と共同

で実施。

　支援対象実人数　　9人

４ 子どもの貧困対策

計 画 策 定

＜ 新 規 ＞ 　本市における子どもの貧困対策に関する理念や目標を定め、施策を体

系的に整理し、総合的に推進していくため、「千葉市こども未来応援プ

ラン（子どもの貧困対策推進計画）」を策定。

５ ひとり親家庭の高卒

資 格 取 得 支 援

＜ 新 規 ＞ 　ひとり親家庭の親や子の自立を支援するため、高卒認定試験合格のた

めの講座受講費用の一部を助成。

　助成件数　　1件

６ ひとり親家庭高等

職業訓練促進資金

貸 付 　「高等職業訓練促進給付金」を活用して養成機関に入学し、就職に有利

＜ 新 規 ＞ な資格の取得を目指すひとり親家庭の親に対し、入学準備金及び就職準備

金を貸付。

　１　入学準備金　　3件

　２　就職準備金　　1件

89

国　費 66 市　費 23

82,200

国　費 73,980 市　費 8,220

2,277,738

県　費

諸収入

こ ど も 未 来 部

　１　一 般 会 計

事 務 事 業 名 主　な　施　策　の　概　要　及　び　成　果

5,327

市　費 5,327

　
こ
ど
も
企
画
課

　
健
　
全
　
育
　
成
　
課

2,002寄附金

919,913市　費

346,270

638,901

360,743

9,909

　
こ
　
ど
　
も
　
家
　
庭
　
支
　
援
　
課

624

市　費 624

2,668

市　費 2,668



（単位：千円）

所
管

７ Ｄ Ｖ 防 止 対 策

　配偶者からの暴力の防止及び被害者保護のため、ＤＶの予防啓発や被害

＜　拡　充　＞ 者の相談・支援などを行うとともに、配偶者暴力相談支援センターの専門

相談員を増員

　　配偶者暴力相談支援センター相談件数　2,102件

８ 児童扶養手当支給

＜ 拡 充 ＞

　ひとり親家庭の生活の安定と自立を促進し、児童の福祉の促進を図るた

め、手当を支給し､第2子以降の加算額を拡充

　第1子　　　　　9,990円　～　42,330円

　第2子加算　　　5,000円　→　10,000円（上限額）

　第3子以降加算　3,000円　→　 6,000円（上限額）

　延べ受給者数　75,232名

９ 母 子 家 庭 等

就 業 促 進 給 付 金

＜ 拡 充 ＞ 　ひとり親家庭の生活の安定と自立を促進するため、母または父が教育訓

練講座受講や資格取得のため養成機関で修業する場合の給付金の支給割合

などを拡充

　１　自立支援教育訓練給付金　　　　3件

　　（支給割合 2割→6割　支給上限額 10万円→20万円）

　２　高等職業訓練促進給付金   　　40件

　　（支給期間 2年→3年　対象資格の修業期間 2年以上→1年以上）

　３　高等職業訓練修了支援給付金   10件

10 児 童 相 談 所

管 理 運 営

　児童に関する様々な問題について、家庭その他からの相談に応じ、最も

＜　新　規　＞ 効果的な援助・指導を実施。また、弁護士配置や一時保護所の環境改善に

より、児童相談所の体制を強化。

11 里 親 委 託 の 推 進

　里親制度を推進するため、ＮＰＯ法人「ちばこどもおうえんだん」と協

働し、全市的なシンポジウムや各区での制度説明会など、普及啓発を行っ

た。また、新生児委託を円滑に進めるため、先進事例の調査研究を行った。

　
児
　
童
　
相
　
談
　
所

179,446

国　費 41,801 繰越金 10,899 諸収入 2,113

市　債 1,000 市　費 123,633

　
こ
 
ど
 
も
 
家
 
庭
 
支
 
援
 
課

国　費 3,544

2,851,370

国　費 981,288 市　費 1,870,082

38,706

国　費 29,028 市　費 9,678

12,081

事 務 事 業 名 主　な　施　策　の　概　要　及　び　成　果

15,671

諸収入 46 市　費

4,000

国　費 2,000 市　費 2,000



（単位：千円）

所
管

12 私 立 幼 稚 園 等

未 就 園 児 預 か り

事 業 補 助 　保育所などに在籍しない２歳児などが集団生活を経験する機会を拡大す

＜ 新 規 ＞ るとともに、専業主婦（夫）家庭等で育児を行う保護者の負担を軽減する

ため、私立幼稚園・認定こども園が実施する未就園児預かり事業に対する

助成をモデル的に実施した。

　　実施園数　11園

13 子ども・子育て支援

新制度給付対象施設

の 整 備

＜ 拡 充 ＞ １　認定こども園の整備・移行支援

　認定こども園への移行を目指す私立幼稚園の施設改修などの費用を助成。

　改修 2か所（定員 66人）　小規模改修等 6か所（定員 120人）

（上記のほか、自主整備 4か所（定員 50人））

２　認可外保育施設の認可化移行支援

　認可外保育施設の認可化移行を支援するため、認可化に必要な改修費、

移転費などの費用を助成。

　施設数 4か所（定員 166人）（ほか、自主整備 2か所（定員 91人））

３　小規模保育事業開設支援

　0～2歳を対象とした定員6人～19人の小規模保育事業の整備費用を助成。

　整備数 6か所（定員 106人）（ほか、自主整備 8か所（定員 124人））

４　事業所内保育事業認可移行

　従業員の子どものほか、地域の子どもも預かる事業所内保育事業認可移

行に係る整備費用等を助成。

　整備数 3か所（定員 地域枠 40人）

５　民間保育園の整備

　既存施設の有効活用による定員変更・分園設置及び小規模保育所の新設

を行うための費用を助成。

　定員変更・分園設置　　1か所（定員 20人増）

　小規模保育所新設　　　1か所（定員 50人）

（上記のほか、自主整備　6か所（定員 154人））

　※　その他、自主整備による定員変更等　8か所（定員 38人増）

合計　51か所　1,025人増

県　費 32,450

市　債 26,000 市　費 43,440

2,489

市　費 2,489

292,629

国　費 190,739

事 務 事 業 名 主　な　施　策　の　概　要　及　び　成　果

　
幼
　
保
　
支
　
援
　
課



（単位：千円）

所
管

14 幼 保 小 連 携 ・

接 続 推 進

＜ 新 規 ＞ 　幼児教育と小学校教育の接続の強化を図り、子どもの発達や学びの連続

性を確保するとともに、認定こども園・幼稚園・保育所を通じた幼児教育

の質の向上を図った。

　１　幼保小連携・接続検討会議の開催　年6回

　２　幼保小連携・接続実態調査の実施（H28.7～H28.9）

　３　千葉市幼児教育シンポジウムの開催（H28.12.10）

15 私 立 幼 稚 園

就 園 奨 励 費 補 助

＜ 拡 充 ＞ 　保護者の経済的負担を軽減し、幼児教育の振興を図るため、就園奨励費

を支給した。

　また、幼児教育の無償化に向けた取組を推進するため、国制度に合わせ

て、多子世帯及びひとり親世帯などの保護者負担の軽減を行った。

　１　多子世帯の保護者負担軽減

　　　　市民税所得割額77,100円以下世帯の多子計算の年齢制限

　　　　　小学校3年生まで　→　年齢制限撤廃

　２　ひとり親世帯などの保護者負担軽減

　　　　市民税所得割非課税世帯の補助単価

　　　　　第1子 297,000円 → 333,000円 （36,000円増）

　　　　　第2子 315,000円 → 333,000円 （18,000円増）

　　　　市民税所得割額77,100円以下世帯の補助単価

　　　　　第1子 140,200円 → 242,000円（101,800円増）

　　　　　第2子 236,000円 → 333,000円 （97,000円増）

　　　　支給対象者13,685人

16 病児・病後児保育

＜ 拡 充 ＞

　病気回復期にあるため保育所などに通えない児童などを一時的に預かり

保護者の子育てと就労を支援した。

　　

　　定員増1か所　定員4名→6名

国　費 458,308

　
幼
　
保
　
支
　
援
　
課

事 務 事 業 名 主　な　施　策　の　概　要　及　び　成　果

536

国　費 536

119,825

国　費 36,395 県　費 34,875 市　費 48,555

1,784,251

諸収入 6 市　費 1,325,937



（単位：千円）

所
管

17 民 間 保 育 園 等

給 付 ・ 助 成

１　民間保育園等給付

２　民間保育園等助成

18 保 育 士 等 の 確 保

　増加する保育士需要などに対応するため、保育士修学資金等貸付や資格

取得支援、潜在保育士などの再就職支援、宿舎借上げに対する助成などを

行った。

＜　新　規　＞ １　保育士修学資金等貸付 対象人数 40人

２　保育士等資格取得支援 対象人数 7人

３　潜在保育士・看護師再就職支援 実施回数 2回

　＜　新　規　＞ ４　宿舎借上げ助成 対象施設 17施設

５　保育士養成施設新卒者の確保 実施回数 17回

　＜　新　規　＞ ６　問題解決相談員設置 相談回数 7回

　＜　新　規　＞ ７　保育所等業務効率化推進 対象施設 131施設

19 保 育 の 質 の 確 保

　＜　新　規　＞ １　看護師資格嘱託職員の配置

　看護師資格を持つ嘱託職員を新たに１人配置し、巡回指導を行うととも

に、医療的ケアが必要な児童への対応を試験的に実施した。

２　保育士資格嘱託職員及び栄養士資格嘱託職員による巡回指導

　保育の質の確保のため、保育士資格及び栄養士資格を持つ嘱託職員によ

る巡回指導を行った。

　(1)　保育士資格嘱託職員 6人

　(2)　栄養士資格嘱託職員 1人

市　費 3,752,093

国　費 3,962 県　費 1,486

諸収入 2,033 市　費 10,742

18,223

1,031,794

10,275,862

施設数

4,414人

保育園 80 90 35,954人 46,361人 82,315人

4,340人 74人

年 間 入 所 延 児 童 数
計

27年度 28年度 3歳未満児 3歳以上児

事 務 事 業 名 主　な　施　策　の　概　要　及　び　成　果

5 5 244人 0人 244人

1,519,121

国　費 928,923 県　費 99 市　費 102,772

家庭的保育

認定こども園 5 8 2,947人 8,768人 11,715人

小規模保育 18 26

1,294人事業所内保育 6 6 1,129人 165人
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11,794,983

負担金 2,186,875 国　費 3,880,996

県　費 1,974,697 繰入金 322



（単位：千円）
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20 多様な保育需要への

対 応

１　一時預かり（不定期利用）

２　一時預かり（定期利用）

３　休日保育

　２　母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 （単位：千円）

所
管

１ 母 子 父 子 寡 婦

福 祉 資 金 貸 付

１　母子福祉資金貸付　貸付件数　　　　　　380件

　　　　　　　　　　　　うち、新規貸付　　161件

２　父子福祉資金貸付　貸付件数　　　　　　　5件

　　　　　　　　　　　　うち、新規貸付　　　3件

３　寡婦福祉資金貸付　貸付件数　　　　　　 17件

　　　　　　　　　　　　うち、新規貸付　　　8件

279,696

繰入金 37,070 繰越金 30,923

諸収入 148,486 市　債 63,217

事 務 事 業 名 主　な　施　策　の　概　要　及　び　成　果

174,006

事 務 事 業 名 主　な　施　策　の　概　要　及　び　成　果
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国　費 64,538

市　費 38,658
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区　分 実施施設数

公　立

先取Ｐ

4か所 3,610人

31か所 16,298人

2か所 500人

7か所

諸収入 19,008

3,955人

先取Ｐ

年間延児童数

民　間

民　間

年間延児童数

区　分 実施施設数 年間延児童数

区　分 実施施設数

4か所 4,790人

26か所 25,626人

公　立

民　間

県　費 51,802

2か所 623人


